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１．問題と目的 

抑うつに対する介入手続きの一つとして、行動活性化療法（Behavioral Activation 

therapy;以下 BA）がある。BA とは、クライエントが日常生活内で正の強化が随伴するよ

うな行動を増やし、負の強化が随伴する回避行動を減らすことで、行動から気分の改善を

図ることを目的とした療法である（Martell et al .，2001）。BA の具体的な手続きには、

活動モニタリング、活動スケジュール、目標と価値のアセスメント、スキルトレーニング、

言語行動を対象とする手続き、回避を対象とする手続きが含まれる(Kanter et al., 2010）。 

近年、抑うつ低減、予防を目的とし、児童が所属する学級集団を対象とする BA の手続

きを含むプログラムが実施され、その効果が検討されている。しかしながら、児童を対象

とした集団 BA を実施する上では、介入の個別化を図るための工夫が必要であることが示

唆されている（生川他, 2014）。 

そのため、集団を対象とする BA の手続きでは、個人の取り組み強度を高めるためにワ

ークシートを用いることが多い。このようなワークシートへの取り組みの程度は介入効果

を予測する可能性が考えられる。言い換えれば、介入中に十分にワークシートに取り組め

ていない児童には、個別の支援が必要であることに、実施者が介入中に気づくことができ

ると期待される。 

そこで本研究では、小学校高学年児童を対象に BA の手続きを含む問題解決型介入を実

施し、介入時に用いるワークシートへの取り組みの程度が介入効果に及ぼす影響について

検討することを目的とした。 

 

２．方法 

調査対象者および調査時期 都内の公立小学校に通う、5 年生 90 名（男子 56 名、女子 34

名）および 6 年生 37 名（男子 17 名、女子 20 名）の内、質問紙とワークシートに欠損が

あるものを除く、5 年生 81 名（男子 50 名、女子 31 名）および 6 年生 30 名（男子 12 名、

女子 18 名）の計 111 名を対象とした。調査および介入は、X 年 6 月と X＋１年 6 月に実

施した。 

調査材料 日本語版児童用 Behavioral Inhibition System and Behavioral Activation 

System Scale（児童用 BIS/BAS尺度）（小関他, 2018）、子ども用抑うつ自己評価尺度（DSRS）

（佐藤・新井, 2002） 

ワークシート ワーク 1 では、自身の思いつく実施可能な活動スケジュール案の回答を求

めた。ワーク 2 では、学校に行きたくないときに実施可能な活動スケジュール案の回答を

求めた。 

手続き ストレス対処方略の拡充をねらいとした問題解決型介入を 1 回 45 分の授業とし

て実施した。介入中、学校にいるときや登下校中に実施可能な活動スケジュール案を尋ね

るワークシートへの回答を求めた。また、介入の前後で抑うつや行動抑制、行動賦活に関

する質問紙調査を行った。 

分析方法 回答に不備のあるものを除いた 111 名のデータを用い、ワーク 1 で記述された

活動スケジュール案出数と、介入前後での効果の変化量の相関分析を行った。  

また、アディス他（2012）を参考に、大学院生 1 名と大学生 1 名が「ちょっと学校に行き

たくないときに、どのような活動スケジュール案をいつ、どこで、だれと実施するのか」
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を尋ねるワーク 2 の回答として、「いつ、どこで、だれと活動スケジュール案を実施するの

か」を誰がみても具体的かつ明確に想像でき、実現可能性が高いものを理解度高群、想像

はできるが実現可能性が低いものを理解度中群、誰が聞いても同じ場面を想像できないも

のを理解度低群と定めた。そして、BIS 得点、BAS 得点、抑うつ得点を従属変数として、

理解度の高中低×時期（介入前、介入後）の二要因分散分析を実施した。併せて、Cohen’ d

の効果量（Cohen, 1988）を用いて介入効果の検討を行った。 

倫理的配慮 桜美林大学研究活動倫理委員会の承認を得たうえで実施した（倫理承認番号

19056）。 

 

３．結果 

相関分析 

活動スケジュール案出数と BIS 得点の相関係数は，r = .221（p = .020）であり，有意な

正の相関係数が示された。活動スケジュール案出数と BAS 得点の相関係数は,r = .047（p 

= .628），活動スケジュール案出数と抑うつ得点の相関係数は r = -.017（p = .863）であり，

有意な相関係数は認められなかった。 

分散分析 

BIS 得点を従属変数とした場合，群の主効果（F (2, 108) = 2.015, n.s.）は有意ではなか

ったが，時期の主効果（F (1, 108) = 12.453, p = .001）は有意であった。また，交互作用

（F (2, 108) = .607, n.s.）は有意ではなかった。 

BAS 得点を従属変数とした場合，群の主効果（F (2, 108) = .33, n.s.），時期の主効果（F 

(1, 108) = 1.838, n.s.），交互作用（F (2, 108) = 2.376, n.s.）は有意ではなかった。 

抑うつ得点を従属変数とした場合，群の主効果（F (2, 108) = 3.961, p = .05），時期の主効

果（F (1, 108) = 36.107, p = .001）は有意であったが，交互作用（F (1, 108) = .318, n.s.）

は有意ではなかった。 

なお効果量については，BIS 得点が d = .324 と小程度の値を，BAS 得点が d = -.115，

抑うつ得点が d = .526 と中程度の値を示していた。 

 

４．考察 

本研究の結果からは，BA の手続きを含む問題解決型介入におけるワークシートへの取

り組みの程度が介入効果を予測することは示せなかった。しかし，有意な抑うつ低減がみ

られたことから，本研究で実施したような児童が楽しいと思えるような普段とは違った授

業を実施するだけでも，児童の抑うつ予防・低減となる可能性が示唆された。このように，

児童学級を対象とした抑うつ低減を目的とする心理的介入において，短期間かつ実施も簡

便な手続きを示したところに本研究の意義があると考えられる。本研究で得られた知見を

基盤とし，今後も BA に基づく心理的介入が実証的に検討され，その有効性が確立される

ことが期待される。 
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２． 生徒向けワークシート 

 

 

 


